
バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１9年　　　　３月３１日現在）

(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 843,121

（２）民生費 88,862 （１）地方債 3,697,545

（３）衛生費 123,910

（４）労働費 0 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 928,700 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 1,001,219 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 2,923,138 債務負担行為計 0

（８）消防費 59,863

（９）教育費 4,382,157 （３）退職給与引当金 884,534 ※退職給与引当金は、負債全体の  
（10）その他 0 　 １７．６％を 占めています。

計 10,350,970     固定負債合計 4,582,079

※ 有形固定資産は、資産全体の （ うち土地 1,615,022 ）

　　８２．５％  を占めています。 平成１8年度末の町債残高は、 
    有形固定資産合計 10,350,970    4,143,352千円です。

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 1,300,622 （１）翌年度償還予定額 445,807 ※町債残高は、負債全体の 
（２）貸付金 0  　８２．４％ を占めています。
（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0

① 特定目的基金 286,135

② 土地開発基金 177,038     流動負債合計 445,807

③ 定額運用基金 15,626 将来の財政負担を示します。
基金計 478,799

（４）退職手当組合積立金 123,137   負  債  合  計 5,027,886

    投資等合計 1,902,558

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 151,000

③ 歳計現金 80,671 .

現金・預金計 236,745 ２．県支出金 775,123

（２）未収金 　　原則として「地方公共団体の総合的な
① 地方税 52,104 ３．一般財源等 5,020,749 　財政分析に関する調査研究会報告書」
② その他 0 　総務省（平成１３年３月）で示された

未収金計 52,104 　作成要領に基づきます。

    流動資産合計 288,849   正  味  資  産  合  計 7,514,491

 資  産  合  計 12,542,377  負 債・正 味 資 産 合 計 12,542,377

※債務負担行為に係る補償等 ①物件の購入等に係るもの 9,111 千円

②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円

③利子補給等に係るもの 103,748 千円

＊議決を経て将来の支出が予定されている経費です

１．国庫支出金② 減債基金 5,074

　平成１8年度バランスシート(山形県金山町）

　　普通会計（一般会計＋バス会計）

1,718,619

 《 作成手法 》

 《 対象会計 》

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方

　

「資産」では、町民が負担してきた税
金等、これまで収入した国庫・県支出
金、町債等の運用形態が明らかにな
ります。

有形固定資産には、土地、建
物、機械装置、車両運搬具等
があります。

　

公営企業会計に対する出資金
を始め、財団法人等の諸団体
への出資・出捐金の残高で
す。

　

“特定目的基金”は、地域基盤
整備、社会福祉の充実等特定の
目的のために資金を積み立てる
基金です。
　

“定額運用基金”は、特定の目的
のために定額の資金を運用する
ための基金です。
それぞれ現・預金で管理・運営さ
れています。

基金以外の現金・預金です。
出納閉鎖期日における当該年度
に収入された現金と支出された
現金との差額で、形式収支と一
致します。

　

これまでに資産取得の財源として町が借り
入れた資金（町債）の未償還残高から、翌
年度償還予定額を差し引いたものです。

　

普通会計に属する職員の、これまでの勤務に
より発生し、将来必要となる退職手当の全額
（試算額）です。しかし、退職手当は
実際には退職手当組合から支払われますの
で町に直接的には支払義務は生じません

　

企業会計における“資本”ではなく、これま
でに資産取得の財源とした国や県からの負担
金・補助金、町民が負担した税金等で、返済
の必要はないものです。


